資料２　企画提案募集要項　様式第７号　宣誓書

様式第７号
宣誓書
令和７年度　企業誘致に係る地下水利用可能量調査事業

令和７年　　月　　日

　千葉県知事　熊谷　俊人　様


所在地　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　


令和７年度　企業誘致に係る地下水利用可能量調査事業に係る企画提案書の提出を行うにあたり、下記に記載した事項は事実に相違ありません。

記
以下の全てを満たします。
（１）事業の達成及び事業の計画の遂行に必要な組織・人員を有する者であること。
（２）事業目的の達成及び事業計画の遂行に必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有する者であること。
（３）過去５年以内に、官公庁又はその他団体（民間企業含む）から、類似の業務を　受託した実績を有する者であること、または、これと同等の実績を有する者　　　であること。
（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（５）企画提案書の提出時点で千葉県の物品等入札参加資格（委託）を有する者で　　あること。
（６）募集開始の日から審査完了の日までの間に、千葉県物品等一般競争入札参加者及び指名競争入札参加者の資格等に基づく入札参加資格の停止を受けていない者であること。
（７）募集開始の日から審査完了の日までの間に、千葉県物品等指名競争入札参加者指名停止等基準（昭和５７年１２月１日制定）に基づく指名停止及び物品調達等の契約に係る暴力団等排除措置要領（平成２３年３月３１日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。
（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者として知事が定める者ではないこと。
（９）宗教活動や政治活動を主たる目的とした者でないこと。
（１０）特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした者ではないこと。
（１１）募集要項「６　企画提案の審査」に記載の審査委員会の委員ではないこと。　また、当該委員が自ら主宰し、役員、顧問若しくは構成員として関係する法人　　及びその他の組織に所属する者でないこと。



































